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注 1核 当する日には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主李加される事業者の方は レ 印の記入ti不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を  「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は、京都市内の事業所等のHI業活動のためのエネルギ
ーの使用にやい発生する温宣効果/ス を、 「輸送車両排出区分Jと

!t、自動車通送車業をについては使用の本拠の位置を京都市内とする車両のリト出する温奎
‐
pl具ガスを、鉄道事業者についてtt保有する貨物革両又

は旅を車両の排出する温宣効果ノスを 「そのlL排出区分Jと は、上記以タトの京都府内における車業所等V)事業活動に伴い発生する温室効果/ス

をいいまえ
4「 特記事項Jに は、平成 2年度 (1990年 度)を 基準とした排日遺の対比やエネ′レギ

ー原単位C02排 出量、省エネ梨品開発などlL者の温室効果

ガス排出削減への寅献、グツーン調達の採用、特定フコンなどの条例指定外の温室幼採ガスのHl減などを記入してください。

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 蘇動 .

永
1

あて

住所 (法人にあっては、主たる事務所の所在地)

京都市下京区四条通り高倉西入る立売西町 79番 地

略
き始へ駆

特定事業者の

主たる業種 百貨店業

該当する事業

者要件
F 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネノレギ

ー使用事業看 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))                  '
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

はパス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算 して3、000トン以上))

r

「

計 画 期 間 平成 18 年  4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 全社、全部門での環境マネジメントシステム 「(IS014001)2003午2月取得」を構築、
す。①資源の有効活用、②廃棄物の削減と有効活用、③環境にやさしい商品の提供
に積極的に取り組みます。④省エネルギー機器の導入を図る。

継統的に改毒を凶りま
・包装容器の取り扱い

推 進 体 制 社長を環境管理責任者として環境マネジメントシステム 「IS014001」 (2003年2月取得)組 織と同じ。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

ヽ ヨ

18年 度 全部門
店齢照明点灯時間検証、残業 〈事務所エネルイ

ー消費)の制FR 離席時の消灯、lrg段利用ミ冷暖房温度
て日の段定温度競守)、 自主運行草普通草を軽自動車に取り書え、タ

ーボ冷凍機更新 (効率化)
対17年 度C02〕,出曇 1 5C/c削 減を目樟   (原 油技算 1 5%Hl減 を目拒)

19年 度 全部門
18年 度取り組みを経統と、
r117年 度C02排 出畳 0

ヨージェネレーションシステム導入によるエネルギー消費の効率rヒ。
le/ettu減を目標   (原 油演算 1 79/e削 減を目tr)

温室効果ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 (実積)
(17)年 度

(二n44ヒ炭索換算 (t))

日楳 牛反 (計田 ,

(19)年 度
(二酸化炭茉張算 〈1))

向町J頭峯

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 14,482 t 14,463 t -0 1 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 Ⅲ,               14,482 t 14,463 1 -01 0/c

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭素検算 (t

森林の保全及び整備 く整備面積) (吸収窪)

府内産の木材の利用 て神1用逮) m' 〈百J減畳) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(完電逮) kwh 〈削成畳) t

(郷供給畳) 〈削減畳) t

グリーン電力の購入 (購入ま) kAvll (削減量) t

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
キ1              14,482 t `2)―(●3)         14,463 t 0 1 %

特 記 事 甲 当社は、 2003年 2月 に環境マ

006年 継続審査にも合格、年度
ます。平成 16年 3月 景観の向上

保温効果による省エネを目的に屋

ネジメントシ
ごとの目標項
と憩いの場を
上緑化 (芝生

ステム (lS014001)を 取行、毎年内部環現監査を実施し、2

目を達成すべく、従業員 1人 1人が環境への取り組みを実践しており
コンセプ トにヒー トアイランド現象、大気汚染の防止、建物の断熱 ・

、植樹475ポ )を 設置しました。

運  給  究 担 当
立

ロ 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号


